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第１１章 火災予防対策 

 

基本的な考え方 

大規模地震時には、同時多発の火災が発生し、それが甚大な被害を生むことから、町は、平常

時における出火防止を基本とした予防対策を推進することが必要である。 
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第１節 出火防止 

 

近年の地震においては、地震から数時間を経過しての電気器具による出火という過去の地震に

よる出火と異なった形態を示す火災が起きている。機器の進歩、ライフスタイルの変化、安全対

策の充実により出火原因や火災の形態に変化が現れており、出火防止についても新たな対策が必

要となってきている。 

 

第１項 一般火気器具からの出火防止 

地震時におけるガスコンロや石油ストーブ等の一般火気器具からの出火は、近年その割合を減

少させているが、地震の発生直後に同時多発し消火が困難であること、ガスや油類は他の発火源

における出火においても着火物となる可能性が高いことから一般火気器具からの出火防止は重

要である。 

地震が発生した場合には火を消すこと、火気器具周辺に可燃物を置かないこと、落下物に配慮

した場所に火気器具を設置すること等の防災教育を積極的に推進する。 

また、過熱防止機構の付いたガス器具、耐震自動消火装置付き石油ストーブ、耐震自動ガス遮

断装置等の普及促進を図る。 

 

第２項 電気器具からの出火防止 

近年の地震による出火原因では、電気関係による割合が増えていたが、阪神・淡路大震災では、

「不明」を除き「電気による発熱体」が発火源の最多となり、この傾向が顕著となっている。 

また、停電後の通電により地震から数時間を経過して出火するという新たな形態の火災が起き

ており、電気器具からの出火防止対策を講じていく必要がある。 

電気ストーブ及び電気コンロについては一般火気器具の出火防止同様、器具周辺に可燃物を置

かないこと、落下物に配慮した場所に設置すること等の防災教育を積極的に推進する。 

特に、電気ストーブでは、落下物によりスイッチが入ったと考えられる事例や落下物や周辺の

散乱物等により転倒状態であっても耐震装置が働かなかったと考えられる事例、観賞魚用ヒータ

が空気中に露出し、過熱状態であってもサーモスタットが機能しなかったと考えられる事例等、

従前の予想を超える事象が発生したことに留意し、地震が発生した場合には使用中の電気器具の

スイッチを切り、電熱器具などの電源プラグを抜くとともに、避難時にはブレーカーを切ること

を住民に啓発することや感震ブレーカー等の普及促進を図っていく。 

 

第３項 化学薬品からの出火防止 

学校、研究機関、工場等で使用される化学薬品は、容器の損壊、混合・混触等により、自然発

火するおそれがある。 

このため、適正な保管、容器や棚の転倒防止措置についての徹底を図っていく。 

 

第４項 その他の出火防止 

危険物施設については、出火した場合には付近に与える影響が極めて大きいことから、耐震性

の確保等一層の安全管理の徹底を図る。 

 

第２節 初期消火 

 

大規模地震が発生した場合には、同時多発の火災が発生することから、消防機関での消火活動

が困難になる。 

大規模火災を防ぐには、発災直後における初期消火が最も有効な対策となることから、住民、

自主防災組織等地域が一体となった消火活動が求められる。 

なお、初期消火には消火器が有効であることから、消火器の有効活用を図るよう住民、自主防

災組織等を指導する。 

１ 震災時の火災発生における初期消火についての知識、技術を習得させるなど、自主防災組織

の育成強化を図り、消防機関と一体となった活動体制を確立するよう努める。 
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２ 震災時には、事業所の自衛消防隊についてもその活動が大きく期待されることから、自衛消

防隊の育成を推進する。 

 

第３節 消防力の強化 

 

町は、大規模地震の発生に対応できる消防力の強化を図るため、計画的に消防資機材等の整備

充実を図っていく必要がある。 

 

第１項 消防水利の整備 

震災時は、断水等により消火栓が使用できず、消火活動に重大な支障をきたすおそれがあるこ

とから、今後、耐震性貯水槽の整備、河川水、海水、農業用水等を活用した自然水利の開発、水

泳プール等を指定消防水利とするなど、消防水利の確保を一層推進していく。 

 

第２項 消防資機材の整備 

１ 消防本部・消防署 

通常火災に対応する資機材は整備してきているが、今後、地震による消火栓の破損、断水

時の火災に有効な、小型動力ポンプ付水槽車、電源車等の整備を推進していく。 

２ 消防団 

火災初期における機動的な活動に有効な従来の消防ポンプ車の整備に加え、小型動力ポン

プ及び小型動力ポンプ付積載車の整備を推進していく。 

３ 自主防災組織 

初期消火に必要な可搬式小型動力ポンプ、消火器の整備を推進していく。 

 

第３項 消防相互応援体制の整備 

１ 県内広域消防相互応援協定の締結 

２ 事業所等との間の応援協定の締結 


